
離職従業員の年末賞与
　第71回
　年末年始は企業にとって年末賞与支給の季節です。
この時期、頻繁に取り上げられる悩ましい問題の一つ
は、すでに離職した従業員は元雇用主に対し、離職前
の就業期間について年末賞与の支給を要求する権利が
あるのか、という問題です。

　

１．年末ボーナスの法的定義
　
　年末賞与は、従業員の１年間の業績に対する会社からの
評価を表すだけではなく、翌年度に向けて従業員を激励す
る意味も有します。年末賞与は固定的なものではなく、従
業員の業績および会社の経営状況と密接な関係があります。
そのため、会社は往々にして、年末賞与の支給については
企業側が完全な自主裁量権を有すると思いがちです。しか
し司法実務では、年末賞与について労働争議に発展するこ
とは決して珍しいことではありません。
　「年末賞与」の法的属性をいかにして認定するか、すな
わち、「年末賞与」は「労働報酬」であるのか、それとも会
社の「所定外福利」であるのかは、離職従業員が元雇用主
に対して年末賞与の支給を要求する権利を有するかという
問題の答えに影響を及ぼします。
　国家統計局が発表した「賃金総額構成に関する規定」お
よび「『賃金総額構成に関する規定』の若干の具体的範囲の
解釈」によると、賞与は従業員に支払う超過労働報酬と収
入増・支出減の労働報酬に属し、年末賞与（労働配当）は
賞与の中の生産賞与の範囲と規定されています。これによ
り、多くの観点からみて、年末賞与は従業員の労働報酬に
属すると考えられています。ただし、年末賞与の支給に関
して、目下中国の法律は明確な規定を設けていません。
　

２．年末賞与に関する司法実務
　
　司法実務で、労働仲裁と人民法院の裁判意見は完全に統
一されているわけではありませんが、一般的に、労働契約
と会社の社内規則制度に基づき年末賞与の問題を処理して
よいと考えられています。よって、労働契約と社内規則制
度が年末賞与について明確に規定している場合、争議発生
の際、会社は比較的有利な地位に立つことが可能です。
　ただし、注意しなければならないのは、ひとたび争議が
生じると、労働仲裁と人民法院は労働契約と社内規則制度
の規定に対し客観的解釈を行い、会社は任意に解釈するこ
とはできません。そのため、社内規則制度の関連規定はで
きる限り明確に規定し、曖昧さを回避する必要があります。
　離職従業員が提起した労働仲裁または訴訟で、会社の社
内規則制度のほか、当該従業員が賞与支給年度を満たす期
間分の労働を提供したか、また、会社が当該従業員に対し
て査定を行うべきかも重要な要素となります。

　もし社内規則制度に、離職従業員については査定を行わ
ない、年末賞与の受給資格はないと明確に規定されておら
ず、かつ従業員が離職した際、すでに通年の役務を完了し
ていた、あるいは基本的に完了していた場合、当該従業員
による年末賞与の支給請求は支持される可能性が高く、年
度の途中で離職した従業員の場合、支持されない可能性が
高いです。
　なお、会社の社内規則制度と労働契約にいずれも年末賞
与に関する規定がない、あるいは規定が十分に明確ではな
い場合、司法実務上、「同一労働同一報酬」の原則を適用し
て離職従業員の年末賞与の支給問題が審判される可能性が
あることに注意すべきです。
　

３．会社のリスク対策
　
　離職従業員からの年末賞与支給請求のリスクを回避する
ため、会社の労働契約および社内規則制度に、年末賞与の
性質と支給条件を明確に規定しておくことを勧めます。
　会社が離職従業員に対し年末賞与を支給することを望ま
ない場合、「年末賞与は労働報酬には属さない」と明確に規
定し、年末賞与の支給条件の中により明確に、「従業員がい
かなる原因においても年度終了前または賞与支給前に離職
した場合、会社は離職従業員の査定を行う義務はなく、離
職従業員は年末賞与を要求する権利を持たない」と規定す
ることができます。
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